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(57)【要約】
【課題】　訓練者の動作途中においても負荷強度又は負
荷様式の組合せを可変に呈示することにより、訓練者の
目的や動作特性に応じたトレーニング等を行うことがで
きる筋力訓練装置を提供する。
【解決手段】　操作部１の回転に連動して回転する可動
体２と、回転駆動体３によって回転する可動体４と、電
場の強さに応じて変化する粘性により第２の可動体から
第１の可動体側にトルクを伝達する高応答性の電気粘性
流体５と、操作部１に加わる負荷を検出するセンサ部７
および操作部１の回転角度を検出するセンサ部８を備え
、これらのセンサ部７、８の出力に応じて、電場および
回転駆動体３が制御される筋力訓練装置１００。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操作部の回転に連動して、回転する第１の可動体と、
　回転駆動体によって回転する第２の可動体と、
　電場又は磁場の強さに応じて変化する粘性により、第２の可動体から第１の可動体側に
トルクを伝達する電気粘性流体又は磁気粘性流体と、
　操作部に加わる負荷を検出する第１のセンサ部
　および操作部の回転角度を検出する第２のセンサ部を備え、
　第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、前記電場又は磁場の強さおよび回転駆
動体が制御されることを特徴とする筋力訓練装置。
【請求項２】
　第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、本筋力訓練装置における実効的な機械
的インピーダンス（慣性、粘性、弾性の値）を定めることにより、電場又は磁場の強さお
よび回転駆動体を制御することを特徴とする請求項１に記載の筋力訓練装置。
【請求項３】
　第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、本筋力訓練装置における実効的な機械
的インピーダンス（慣性、粘性、弾性の組合せ）を定めることにより、電場又は磁場の強
さおよび回転駆動体を制御することを特徴とする請求項１に記載の筋力訓練装置。
【請求項４】
　第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、本筋力訓練装置における実効的な機械
的インピーダンス（慣性、粘性、弾性の値および組合せ）を定めることにより、電場又は
磁場の強さおよび回転駆動体を制御することを特徴とする請求項１に記載の筋力訓練装置
。
【請求項５】
　第１の可動体の回転を補助する補助動力を備えていることを特徴とする請求項１～４の
いずれかの項に記載の筋力訓練装置。
【請求項６】
　請求項１又は請求項５に記載のいずれかの筋力訓練装置により、操作部に発生させる等
速性負荷又は等粘性負荷の少なくとも３パターン以上の負荷強度を用いて測定を行い、第
２のセンサ部で検出される操作部の回転角度データ、該回転角度データに微分操作を施す
ことにより得られる角速度データおよび第１のセンサ部から得られる操作部に加わる負荷
を基に求められるトルクデータから構成される三次元形状における規定角度間隔毎の体積
、規定角速度間隔毎の体積又は規定トルク間隔毎の体積の少なくとも一つを算出し、筋力
特性の評価指標として呈示することを特徴とする筋力特性評価方法。
【請求項７】
　請求項１又は請求項５に記載のいずれかの筋力訓練装置により、操作部に発生させる等
速性負荷又は等粘性負荷の少なくとも３パターン以上の負荷強度を用いて測定を行い、第
２のセンサ部で検出される操作部の回転角度データ、該回転角度データに微分操作を施す
ことにより得られる角速度データおよび第１のセンサ部から得られる操作部に加わる負荷
を基に求められるトルクデータから構成される三次元形状のうち、回転角度データ、角速
度データ、トルクデータのいずれか一つが所定範囲にある形状の他の二つのいずれかの規
定間隔毎の体積を算出し、筋力特性の評価指標として呈示することを特徴とする筋力特性
評価方法。
【請求項８】
　トルクデータをパワーデータに変換して三次元形状を構成することを特徴とする請求項
６又は請求項７に記載の筋力特性評価方法。
【請求項９】
　トルクデータをピークトルクで正規化したデータに変換して三次元形状を構成すること
を特徴とする請求項６又は請求項７に記載の筋力特性評価方法。
【請求項１０】
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　パワーデータをピークパワーで正規化したデータに変換して三次元形状を構成すること
を特徴とする請求項８に記載の筋力特性評価方法。
【請求項１１】
　トルクデータを被験者の体重で正規化したデータに変換して三次元形状を構成すること
を特徴とする請求項６又は請求項７に記載の筋力特性評価方法。
【請求項１２】
　パワーデータを被験者の体重で正規化したデータに変換して三次元形状を構成すること
を特徴とする請求項８に記載の筋力特性評価方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、筋力強化やリハビリテーションのための筋力訓練装置および筋力評価方法に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から多く利用されている筋力訓練装置としては、ダンベル、バーベル、油圧、空圧
、ゴムもしくはバネ等を用いる筋力訓練装置がある。これらの機械的要素を単独で用いて
いる筋力訓練装置では、負荷様式（負荷の種類）が機械的要素に依存するものになるため
、関節等に必要以上の負荷がかかる、又は必要な負荷を与えられる可動域が制限されてし
まう問題がある。例えば、ゴムチューブやバネ等の弾性負荷を用いた訓練装置では、動作
開始時は負荷が小さいが、動作が進むにつれて負荷が大きくなり、動作の最後では最も大
きな負荷を生じるので、動作開始時は必要な負荷が得られず、動作の最後では必要以上の
負荷がかかる場合がある。逆にダンベルやバーベル等の錘を用いた場合には、動作開始時
に最も大きな負荷を生じ、その後は慣性の影響で負荷が小さくなるので、動作開始時に必
要以上の負荷を生じ、関節等を痛める場合がある。
【０００３】
　これらの問題を解決するために、これまで電磁ブレーキを利用して、等粘性負荷を発生
させる筋力訓練装置（例えば、特許文献１参照）や駆動モータとパウダークラッチを利用
し、電流を制御することにより、出力トルクを調整し、一定のトルクを発生させる筋力訓
練装置がある（例えば、特許文献２参照）。また、負荷発生手段として、磁場の強さに対
する粘性変化が大きい磁気粘性流体（MR流体）を用いることで高速応答高出力化が図られ
ている筋力訓練装置もある（例えば、特許文献３参照）。この磁気粘性流体を用いた装置
では、一定トルクおよび一定速度の負荷を発生させることが実現されている。
【０００４】
　また、パウダークラッチとインダクションモータを用いて、複数の強度における粘性お
よび弾性負荷を呈示できる装置がある（例えば、非特許文献１参照）。
【０００５】
　筋力評価方法においては、動作中の発揮トルクもしくは発揮パワーのピーク値を用いた
評価や動作速度と力（以下、この力はトルクの意も含むものとする）もしくはパワーの関
係や関節角度と力もしくはパワーの関係を示した二次元上での評価が多く行われている。
また、負荷を一定に保つ脚力測定装置を用いて、脚伸展時の到達速度を求めることを３段
階以上の負荷に変化させて測定を行い、得られた負荷－到達速度に対して近似曲線を求め
ることにより、最大筋力値や最大動作速度を推定する方法等がある（例えば、特許文献４
参照）。
【０００６】
　また、等速性負荷装置を用いて、計測される関節角度、角速度、トルクデータを補間し
、三次元形状を構成することにより、定性的な筋力特性評価指標として用いているものも
ある（例えば、非特許文献２参照）。
【特許文献１】特開２００２－１７８８７号公報
【特許文献２】特開２０００－１４８２５号公報
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【特許文献３】特開２００２－１２６１２２号公報
【特許文献４】特開２００２－２０９８７４号公報
【非特許文献１】伊藤晋彦、赤滝久美、三田勝己、石田義人、伊東保志、篠田剛、加藤厚
生、伊藤宏司「筋の機械的インピーダンス特性を模擬したトルク発生装置」、医用電子と
生体工学、３１－２、１９９３年、p.１５５－１６３
【非特許文献２】R. N. Marshall, S. M. Mazur and N. A. S. Taylor 「Three-Dimensio
nal surfaces for human muscle kinetics」、European Journal of Applied Physiology
, Vol.61, 1990, p.263-270.
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１～３に示す筋力訓練装置では、一定トルク、一定速度或いは等粘性の負荷を
発生させることが実現されているが、これらは全て直線的な負荷であり、訓練者の動作特
性や目的に応じて、筋力訓練の動作途中に所望の負荷強度や負荷様式を呈示することは実
現されていない。そのため、訓練者に必要以上の負荷を与える、又は動作特性とはかけ離
れた負荷を与えてしまう問題がある。
【０００８】
　また、非特許文献１に示す装置では、複数の強度における粘性および弾性負荷を個別に
呈示することは実現されているが、パウダークラッチの応答速度が遅いため、筋力訓練の
動作途中に負荷強度を変化又は負荷様式を変化させることができないので、訓練者の動作
特性や目的に応じた負荷を呈示することができないという問題がある。
【０００９】
　筋力評価方法においては、特許文献４に示すような動作速度と力の関係もしくは動作速
度とパワーの関係又は関節角度と力の関係を示した二次元上での評価が多く行われている
が、このような評価方法では、動的な負荷を用いた測定における関節角度毎の動作速度と
力もしくはパワーの関係を総合的に示すことができないため、動作に対する詳細な評価が
困難であるという問題点がある。そのため、トレーニング効果を検証する場面でも単なる
力、パワーもしくは動作速度におけるピーク値の比較や二次元上の定性的な特徴の変化で
しか確認することができないため、十分な評価が行われているとは言い難い。
【００１０】
　また、非特許文献２に示す等速性負荷装置を用いて、計測される関節角度、角速度、ト
ルクのデータを補間することにより、構成される三次元形状を用いた評価では、定性的な
指標を呈示することしかできないため、筋力特性の違いを定量的に示すことができない。
そのため、専門家等に定性的な指標について検討してもらう必要が生じる。
【００１１】
　本発明は、これらの点に鑑みてなされたものであり、動作途中においても高応答、高精
度に負荷強度もしくは負荷様式又はこれらの組合せを可変に呈示することにより、訓練者
の目的や動作特性に応じた効果的なトレーニングやリハビリテーションを行うことができ
る筋力訓練装置を提供するにある。さらに、本発明は訓練者等の筋力特性を定量的かつ詳
細な評価指標として呈示する筋力特性評価方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の目的を達成するために、請求項１に記載の筋力訓練装置では、筋力訓練者の目的
や動作特性に応じた負荷を高応答、高精度に呈示するために操作部の回転に連動して、回
転する第１の可動体と回転駆動体によって回転する第２の可動体と高応答性かつ電場又は
磁場の強さに応じて変化する粘性により、第２の可動体から第１の可動体側にトルクを伝
達する電気粘性流体又は磁気粘性流体と操作部に加わる負荷を検出する第１のセンサ部お
よび操作部の回転角度を検出する第２のセンサ部を備え、第１又は／及び第２のセンサ部
の出力に応じて、前記電場又は磁場の強さおよび回転駆動体が制御されることを特徴とし
ている。
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【００１３】
　請求項２に記載の筋力訓練装置では、請求項１に記載の筋力訓練装置において、第１又
は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、筋力訓練装置における実効的な機械的インピー
ダンス（慣性、粘性、弾性の値）を定めることにより、電場又は磁場の強さおよび回転駆
動体を制御し、動作途中においても訓練者の目的に応じて、負荷強度を変更できることを
特徴としている。
【００１４】
　また、請求項３に記載の筋力訓練装置では、請求項１に記載の筋力訓練装置において、
第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、筋力訓練装置における実効的な機械的イ
ンピーダンス（慣性、粘性、弾性の組合せ）を定めることにより、電場又は磁場の強さお
よび回転駆動体を制御し、動作途中においても訓練者の目的に応じて、負荷様式を変更で
きることを特徴としている。
【００１５】
　また、請求項４に記載の筋力訓練装置では、請求項１に記載の筋力訓練装置において、
第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて、筋力訓練装置における実効的な機械的イ
ンピーダンス（慣性、粘性、弾性の値および組合せ）を定めることにより、電場又は磁場
の強さおよび回転駆動体を制御し、動作途中においても訓練者の目的に応じて、負荷強度
および負荷様式を変更できることを特徴としている。
【００１６】
　また、請求項５に記載の筋力訓練装置では、請求項１～４のいずれかの項に記載の筋力
訓練装置において、第１の可動体の回転を補助する補助動力を備えていることを特徴とし
ている。
【００１７】
　上記の目的を達成するために、請求項６に記載の筋力特性評価方法では、請求項１又は
請求項５に記載のいずれかの筋力訓練装置により、操作部に発生させる等速性負荷又は等
粘性負荷の少なくとも３パターン以上の負荷強度を用いて測定を行い、第２のセンサ部で
検出される操作部の回転角度データ、該回転角度データに微分操作を施すことにより得ら
れる角速度データおよび第１のセンサ部から得られる操作部に加わるトルクデータから構
成される三次元形状における一定角度間隔毎の角速度－トルク平面、一定角速度毎の角度
－トルク平面および一定トルク間隔毎の角度－角速度平面の３パターンの基準平面で区切
った断面積を算出後、それぞれ微小角度幅、微小角速度幅、微小トルク幅で積分する。こ
のようにして算出されるそれぞれの体積を予め設定しおく間隔毎になるようにそれぞれ足
し合わせることにより、規定角度間隔毎の体積、規定角速度毎の体積および規定トルク間
隔毎の体積を算出する。このようにして算出されるそれぞれの体積を動的な負荷に対する
筋力特性の評価指標として呈示することを特徴としている。
【００１８】
　請求項７に記載の筋力評価方法では、前記三次元形状のうち、前記回転角度データ、前
記角速度データ、前記トルクデータのいずれか一つが所定範囲にある形状の他の二つのい
ずれかの規定間隔毎の体積を算出し、筋力特性の評価指標として呈示することを特徴とし
ている。
【００１９】
　また、請求項８に記載の筋力特性評価方法では、請求項６又は請求項７に記載の筋力特
性評価方法において、前記トルクデータに角速度データを乗じることにより、パワーデー
タを算出し、回転角度データ、角速度データ、パワーデータを用いて、上記と同様の処理
を行うことにより、動的な負荷に対する筋力特性の定量的評価指標を呈示することを特徴
としている。
【００２０】
　また、請求項９もしくは請求項１０に記載の筋力特性評価方法では、請求項６又は請求
項７もしくは請求項８に記載の筋力特性評価方法において、前記トルクデータをピークト
ルクで正規化もしくは前記パワーデータをピークパワーで正規化したデータに変換して、
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上記と同様の処理を行うことにより、被験者のトルクもしくはパワーのピーク値を統一し
た定量的評価指標を呈示することを特徴としている。
【００２１】
　また、請求項１１もしくは請求項１２に記載の筋力特性評価方法では、請求項６又は請
求項７もしくは請求項８に記載の筋力特性評価方法において、前記トルクデータもしくは
前記パワーデータを被験者の体重で正規化したデータに変換して、上記と同様の処理を行
うことにより、体格差を考慮した定量的評価指標を呈示することを特徴としている。
【発明の効果】
【００２２】
　請求項１に記載の筋力訓練装置によれば、操作部の回転に連動して、回転する第１の可
動体と回転駆動体によって回転する第２の可動体と高応答性かつ電場又は磁場の強さに応
じて変化する粘性により、第２の可動体から第１の可動体側にトルクを伝達する電気粘性
流体又は磁気粘性流体と操作部に加わる負荷を検出する第１のセンサ部および操作部の回
転角度を検出する第２のセンサ部を備え、第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じて
、前記電場又は磁場の強さおよび回転駆動体が制御されることを特徴としている。本筋力
訓練装置では、高応答性の電気粘性流体又は磁気粘性流体を利用することにより、第１又
は／及び第２のセンサ部からの出力に応じて、訓練者が操作する操作部の動作に対応した
高応答高精度な制御が可能となり、所望の負荷を即座に呈示することができるので、訓練
者の目的や動作特性に応じた負荷を呈示することが可能となる。
【００２３】
　請求項２～４に記載の筋力訓練装置では、第１又は／及び第２のセンサ部の出力に応じ
て、該筋力訓練装置における実際的に効果のある機械的インピーダンス（慣性、粘性、弾
性の値）もしくはこれらの組合せ、又は機械的インピーダンスの値および組合せを定める
ことにより、電場又は磁場の強さおよび回転駆動体を制御し、負荷強度もしくは負荷様式
、又は負荷強度および負荷様式を訓練者の動作途中においても変更することができるので
、動作範囲全域で高強度の負荷を呈示することが可能である。また、従来のような直線的
な負荷だけではなく、運動負荷をオーダーメイド型でつくることが可能である。例えば、
運動中の負荷の強弱によって効果的な動作の習熟が可能となるので、どの角度で力を加え
る、抜くなどのタイミングを筋感覚から捉えることができる。つまり、動作のトレーニン
グにも利用できる。また、従来にない刺激を与えられるので、従来にない効果が得られる
。例えば、関節角度毎に負荷を制御することにより、危険性の高い角度領域のみ負荷強度
を下げて安全性を確保し、所望の角度領域だけを強化することや粘性負荷から粘性と弾性
を組合せた負荷等に変化させることも可能であるので、最大速度を上げる効果と最大トル
クを上げる効果を同時にかなえること等、訓練者の目的に応じた効果を得るためのトレー
ニングが可能となる。
【００２４】
　また、請求項５に記載の筋力訓練装置では、請求項１に記載の筋力訓練装置における第
１の可動体の回転を補助する補助動力を備えることにより、電気粘性流体又は磁気粘性流
体による空転トルクの相殺や細かな制御を実現することが可能となるので、訓練者の目的
や動作特性に応じた高精度な制御が可能となる。
【００２５】
　請求項６に記載の筋力特性評価方法によれば、請求項１又は５に記載のいずれかの装置
により、操作部に発生させる等速性負荷又は等粘性負荷の少なくとも３パターン以上の負
荷強度を用いて測定を行い、第２のセンサ部で検出される操作部の回転角度データ、該回
転角度データに微分操作を施すことにより得られる角速度データおよび第１のセンサ部か
ら得られる操作部に加わる負荷を基に求められるトルクデータから構成される三次元形状
における規定角度間隔毎の体積、規定角速度間隔毎の体積および規定トルク間隔毎の体積
を算出することにより、筋力特性の定量的評価指標として呈示することができる。
【００２６】
　このような定量的評価指標を用いることにより、被験者の目的に応じた筋力特性を定量
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的に示すことが可能となる。例えば、高速な動作における筋力特性について知りたい場合
であれば、高角速度間隔における評価指標を呈示することにより、その部分の筋力特性を
知ることができる。また、それぞれの規定間隔は被験者等の要求する間隔に設定すること
が可能であるので、詳細な評価を行うことも可能である。例えば、角度間隔毎の筋力特性
を詳細に検討したいのであれば、規定角度間隔を細かく設定することにより、角度間隔毎
の詳細な筋力特性を定量的に呈示することができる。したがって、トレーニング効果の検
討やリハビリテーションにおける回復度合いを詳細に検討するための指標としても有効に
利用することができる。
【００２７】
　請求項７に記載の筋力特性評価方法によれば、前記三次元形状のうち、前記回転角度、
前記角速度、前記トルクのいずれか一つが所定範囲にある形状の他の二つのいずれかの規
定間隔毎の体積を算出し、筋力特性の定量的評価指標として呈示することができる。
【００２８】
　このような定量的評価指標を用いることにより、詳細な筋力特性を呈示することが可能
となる。例えば、低トルク範囲（負荷が小さい時の動作に関する範囲）における角度毎の
筋力特性を知りたいのであれば、前記所定の範囲を低トルク範囲に設定し、規定角度間隔
毎の体積を算出することにより、低トルク範囲における角度毎の筋力特性の定量的評価指
標を呈示することが可能となる。したがって、被験者の必要なデータに合わせて、所定範
囲と規定間隔を設定することにより、詳細な評価指標を呈示することが可能となり、被験
者の要求に適した指標を呈示することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下に本発明における実施の形態について図面に基づいて説明する。図１は、本発明の
実施の形態に係る筋力訓練装置における構成の一例を示す概略上面図である。
【００３０】
　筋力訓練装置１００は、操作部１の回転に連動して、回転する可動体２と回転駆動体３
によって回転する可動体４と電場の強さによって粘性を変化させることにより、可動体４
から可動体２側へトルクを伝達する電気粘性流体５と操作部１に加わる負荷を検出するセ
ンサ部７および操作部１の回転角度を検出するセンサ部８を備えている。また、センサ部
７又は／及びセンサ部８からの出力に応じて、前記電場の強さおよび回転駆動体３を制御
する制御部９が筋力訓練装置１００の内部もしくは外部にある。
【００３１】
　筋力訓練装置１００では、ハンドル状の操作部１は、アーム１１の先端部に取付けられ
ており、アーム１１は基台１５に回転可能に支持されている回転軸１０の一端に固定され
ている。また、ハンドル状の操作部１を訓練者が握って、回転軸１０を回転中心とした回
転方向に力を加えることにより、回転軸１０は回転し、その回転はタイミングベルト１２
を介して伝達され、可動体２を回転させる。回転軸１０には、メカニカルストッパー１４
が備え付けられているが、これは、アーム１１の回転可動域を調節するためのものであり
、取り外すことも可能である。また、回転駆動体３の駆動力は、タイミングベルト１３を
介して伝達され、可動体４を回転させる。なお、操作部１は、ロープ状のものやペダル等
に置き換えて利用することやリンク機構に置き換えることも考えられる。
【００３２】
　電気粘性流体５は、機能性材料の一種であるER（Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｒｈｅｏｌｏｇｉｃ
ａｌ）流体と呼ばれるもので、電場を印加することによって粘性が変化する流体である。
筋力訓練装置１００では、電気粘性流体５をクラッチとして利用することにより、可動体
４から可動体２側にトルクの伝達を行っている。図２は電気粘性流体クラッチの断面図の
一例を示したものであり、この図に示すように可動体４の入力円筒４ａおよび可動体２の
出力軸２ａに電場を印加することによって、入力円筒４ａおよび出力軸２ａに備えられて
いるディスク４ｂおよびディスク２ｂの間における電気粘性流体５が架橋し、せん断応力
が増加するので、電気粘性流体５の粘性が増加する。よって、この印加する電場の強さを



(8) JP 2008-272361 A 2008.11.13

10

20

30

40

50

制御部９で制御することにより、伝達トルクを調節することが可能となる。なお、電気粘
性流体クラッチに置き換えて、磁気粘性流体（Ｍａｇｎｅｔｒｏ－Ｒｈｅｏｌｏｇｉｃａ
ｌ流体）クラッチを利用することも可能である。
【００３３】
　センサ部７は、回転軸１０に取付けられており、操作部１に加わる負荷を検出する。な
お、センサ部７は、可動体２に取り付けることも可能である。その場合、可動体２に加わ
る負荷を基に操作部１に加わる負荷を求める。また、センサ部８は、可動体２に取り付け
られており、操作部の回転角度情報を検出する。なお、センサ部８は、回転軸１０に取り
付けることも可能である。センサ部８から得られる操作部の回転角度情報に対して、制御
部９で微分操作を施すことにより、角速度および角加速度を算出する。
【００３４】
　センサ部７又は／及びセンサ部８から得られる出力に応じて、制御部９で電気粘性流体
５に印加する電場の強さおよび回転駆動体３を制御することにより、操作部１に負荷を発
生させる。また、回転駆動体３には、高出力までの負荷を呈示するためにダイレクト・ド
ライブモータ等の高出力モータを用いるのが好適である。
【００３５】
　また、図３に示すように可動体２の回転を補助する補助動力６を備えた筋力訓練装置２
００としてもよく、その場合は制御部９により、電気粘性流体５に印加する電場の強さ、
回転駆動体３および補助動力６を制御することにより、操作部１に負荷を発生させる。ま
た補助動力６は、電気粘性流体５の粘性による空転トルクの相殺や細かな制御を行う役割
を担っており、小型のモータを利用するのが好適である。
【００３６】
　図４は負荷強度、負荷様式を変化させる制御系の説明図である。センサ部７から操作部
１に加わる負荷、センサ部８から操作部１の回転角度情報がそれぞれ取得される。演算部
９ａでは、取得された操作部１に加わる負荷を基に操作部１に加わるトルクを算出する。
また、取得された操作部１の回転角度情報に微分操作を施すことにより、角速度および角
加速度を算出する。そして、算出されたトルクおよび角速度からパワーを算出する。
【００３７】
　目標トルク算出部９ｂでは、前記回転角度、前記トルク、前記角速度、前記角加速度、
前記パワーの少なくとも一つの情報を基に予め設定された所望の機械的インピーダンスに
変更し、訓練者に負荷すべき目標トルクを算出する。ここで、所望の機械的インピーダン
スに変更とは、以下の式（１）～（３）に示す慣性パラメータＭｄ1、粘性パラメータＢ
ｄ1、弾性パラメータＫｄ1を変更することであり、目標トルクとは、式（４）のＴｄ1の
ことである。
ＴＭｄ１＝Ｍｄ1・α　　　　　式（１）
ＴＢｄ１＝Ｂｄ1・ν　　　　　式（２）
ＴＫｄ１＝Ｋｄ1・θ　　　　　式（３）
Ｔｄ1＝ＴＭｄ１＋ＴＢｄ１＋ＴＫｄ１　　　　　式（４）
ここで、αは前記角加速度、νは前記角速度、θは前記回転角度を表している。また、所
望の機械的インピーダンスの設定の仕方は訓練者の鍛えたい特性に応じて、決定する。
【００３８】
　次いで、制御信号生成部９ｃにおいて、前記目標トルクＴｄ1と演算部９ａで得られた
操作部１に加わるトルクＴとの偏差を算出し、該偏差を零にするように回転駆動体３およ
び電気粘性流体５への印加電場の強さを制御する制御信号を生成する。このようにして、
回転駆動体３および電気粘性流体５から成る負荷発生部により、操作部１に負荷が発生す
る。具体的には、以下の式（５）を用いて、前記目標トルクＴｄ１と前記トルクＴの偏差
を零にするように制御する。
ｕ＝Ｔｄ１＋Ｋｐ（Ｔｄ１－Ｔ）　　　　　式（５）
式（５）におけるｕは制御入力であり、Ｋｐは比例定数である。前記制御入力ｕを用いて
、負荷発生部を制御する。ここにおいて、回転駆動体３は、一定速度（速度制御）で駆動
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させ、電気粘性流体５への印加電場によって、伝達トルクを調節してもよい。また、回転
駆動体３からの入力トルクが全て操作部１へ伝達されるように電気粘性流体５への印加電
場の強さを調節すれば、回転駆動体３のみで操作部１への出力トルクを制御することも可
能である。なお、このとき、回転駆動体３をトルク制御にしてもよい。
【００３９】
　負荷強度を変化させる制御では、目標トルク算出において、角度、角速度、角加速度、
トルクもしくはパワー等の情報をトリガーとして機械的インピーダンスの値を変化させる
（例えば、弾性パラメータの大きさを変化させる）ことによって、訓練者に印加する負荷
強度を変化させることが可能となる。
【００４０】
　また、負荷様式を変化させる制御では、目標トルク算出において、角度、角速度、角加
速度、トルクもしくはパワー等の情報をトリガーとして機械的インピーダンスの組合せを
変化させる（例えば、弾性制御していたものを粘性制御に変化させる）ことによって、訓
練者に印加する負荷様式を変化させる（例えば、弾性負荷から粘性負荷へ変化させる）こ
とが可能となる。
【００４１】
　また、負荷強度および負荷様式を変化させる制御では、目標トルク算出において、角度
、角速度、角加速度、トルクもしくはパワー等の情報をトリガーとして機械的インピーダ
ンスの値および組合せを変化させることによって、訓練者に印加する負荷強度および負荷
様式を変化させることが可能となる。
【００４２】
　ただし、上記の負荷強度および負荷様式の変更点では、その時点における負荷の値をオ
フセットし、且つ、変更したパラメータに乗算される変数（α、ν、θ）は、変更点を０
として、計算する。以下の式（６）～（８）におけるＴＭｄ２、ＴＢｄ２、ＴＫｄ２は、
各インピーダンスパラメータに対する変更点以降の目標トルクを示しており、式（９）の
Ｔｄ２は目標トルクを示している。なお。ＴＭｏｆｆ、ＴＢｏｆｆ、ＴＫｏｆｆは変更前
の所望のインピーダンスパラメータにおける変更点での目標トルクである。また、Ｍｄ２
、Ｂｄ２、Ｋｄ２はそれぞれ変更後の所望の慣性パラメータ、粘性パラメータ、弾性パラ
メータであり、αｐ、νｐ、θｐはそれぞれインピーダンスパラメータの変更点である。
ＴＭｄ２＝ＴＭｏｆｆ＋Ｍｄ２・（α－αｐ）　　　　　式（６）
ＴＢｄ２＝ＴＢｏｆｆ＋Ｂｄ２・（ν－νｐ）　　　　　式（７）
ＴＫｄ２＝ＴＫｏｆｆ＋Ｋｄ２・（θ－θｐ）　　　　　式（８）
Ｔｄ２＝ＴＭｄ２＋ＴＢｄ２＋ＴＫｄ２　　　　　式（９）
したがって、変更前の式（４）および変更後の式（９）より、次式（１０）となり、この
ときの制御入力は、式（５）のＴｄ１を式（１０）のＴｄに置き換えることにより式（１
１）となる。
Ｔｄ＝Ｔｄ１＋Ｔｄ２　　　　　式（１０）
ｕ＝Ｔｄ＋Ｋｐ（Ｔｄ－Ｔ）　　　　　式（１１）
【００４３】
　図５および図６は、負荷強度を変化させる実験結果の一例を示すグラフである。図５は
、横軸にセンサ部８から取得される操作部１の回転角度、縦軸にセンサ部７から取得され
る操作部１に加わる負荷を基に算出されるトルクの関係を示すグラフである。図６は、横
軸にセンサ部８から取得される操作部１の回転角度を基に演算部９ａで算出される角速度
、縦軸に前記トルクを示すグラフである。ここでは、粘性負荷における負荷強度を動作途
中で変化させている。具体的には図６に示すように角速度１．０ｒａｄ／ｓで粘性パラメ
ータの大きさを変化させている。したがって、角速度が１．０ｒａｄ／ｓまでは強度の高
い粘性であるので、傾きが急であるが、その後は粘性を低い強度に変えているので、傾き
が小さくなっていることがわかる。なお、この負荷強度の変更点（１．０ｒａｄ／ｓ）で
は、その時点での負荷の値をオフセットし、且つ、変更した粘性パラメータに乗算される
変数（角速度ν）は、前記変更点を０として計算している。
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【００４４】
　図７および図８は、負荷様式を変化させた実験結果の一例を示すグラフである。図７は
、図５と同様に横軸に操作部１の回転角度、縦軸に操作部１に加わるトルクの関係を示す
グラフである。図８は、図６と同様に横軸に角速度、縦軸に前記トルクを示すグラフであ
る。ここでは、粘性負荷から弾性負荷に動作途中で負荷様式を変化させている。具体的に
は、図７に示すように角度１．５ｒａｄにおいて粘性から弾性へと負荷様式を変化させて
いる。したがって、図８に示すように動作開始時は負荷様式が粘性負荷であるので、角速
度に依存して負荷が増大しており、角度１．５ｒａｄを超えると負荷様式が弾性負荷に変
化するので、図７に示すように角度に依存して負荷が増大していることがわかる。ここで
は、負荷様式の変更点（１．５ｒａｄ）において、負荷の値をオフセットし、且つ、変更
した弾性パラメータに乗算される変数（角度θ）は、前記変更点を０として計算している
。
【００４５】
　図９は、負荷強度および負荷様式を変化させた実験結果の一例を示すグラフである。こ
こでは、粘性負荷と弾性負荷を組み合わせた負荷を発生させており、それらの負荷強度を
動作途中で変化させている。図１０は、図９の粘性負荷の寄与分を取り出して示したグラ
フである。図１０に示すように、粘性負荷の強度が１．５ｒａｄ／ｓで変化していること
がわかる。また、図１１は、図９の弾性負荷の寄与分を取り出して示したグラフであり、
弾性負荷の強度が１．５ｒａｄで変化していることがわかる。
【００４６】
　このように、センサ部７又は／およびセンサ部８からの出力に応じて、電気粘性流体５
に印加する電場および回転駆動体３を制御することにより、負荷強度および負荷様式を動
作途中でも変化させることができるので、訓練者の目的や動作特性に対応した負荷を呈示
することが可能となる。
【００４７】
　以下では、筋力特性評価方法における実施の形態について図面に基づいて説明する。図
１２は、筋力特性評価方法における処理を行う構成の一例を示すブロック図である。筋力
訓練装置１００を用いて、測定を行うことにより得られる角度、角速度およびトルクのデ
ータは、コンピュータ３００の入力部３０２に送られ、ＲＡＭ３０３に格納される。また
、操作入力部３０４では、被験者の体重や被験者の要求する指標の種類を入力することも
可能である。ＲＡＭ３０３では、測定データや処理データの格納等を行う。ＣＰＵ３０１
では、入力部に送られる測定データおよび操作入力部３０４から入力された情報を基にＲ
ＯＭ３０５に格納されている後述の筋力特性評価方法の処理プログラムに従って、処理を
行う。次いで、ＣＰＵで行われた処理結果は、ディスプレイ等から成る出力部３０６に出
力される。
【００４８】
　図１３は、等速性負荷における制御系の説明図である。この等速性負荷は筋力特性評価
方法に係る測定を行うために操作部１に与える負荷である。ここでは、センサ部８から操
作部１の回転角度情報を取得し、取得した回転角度情報に対して、演算部９ａで微分操作
を施すことにより、角速度を算出する。
【００４９】
　次いで、制御信号生成部９ｃにおいて、予め設定している目標角速度との偏差を算出す
る。そして、該角速度偏差を零にするように回転駆動体３および電気粘性流体５への印加
電場を制御する制御信号を生成する。このようにして、回転駆動体３および電気粘性流体
５から成る負荷発生部により、操作部１に等速性負荷を発生させる。ここでは、回転駆動
体３が一定速度を超えないように駆動させ、電気粘性流体５への印加電場によって、操作
部１への伝達トルクを調節している。
【００５０】
　図１４は、等粘性負荷における制御系の説明図である。この等粘性負荷も上記の等速性
負荷と同様に筋力特性評価方法に係る測定を行うために操作部１に与える負荷である。こ



(11) JP 2008-272361 A 2008.11.13

10

20

30

40

50

こでは、センサ部７から操作部１に加わる負荷、センサ部８から操作部１の回転角度情報
をそれぞれ取得する。演算部９ａでは、取得した操作部１に加わる負荷を基に操作部１に
加わるトルクを算出する。また、取得した操作部１の回転角度情報に微分操作を施すこと
により、角速度を算出する。目標トルク算出部９ｂでは、前記トルクおよび前記角速度又
は前記トルク、前記角速度および前記回転角度の情報を基に予め設定された等粘性パラメ
ータを用いて訓練者に負荷すべき目標トルクを算出する。
【００５１】
　次いで、制御信号生成部９ｃにおいて、該目標トルクと演算部９ａで得られた操作部１
に加わるトルクとの偏差を算出し、該偏差を零にするように回転駆動体３および電気粘性
流体５への印加電場を制御する制御信号を生成する。このようにして、回転駆動体３およ
び電気粘性流体５から成る負荷発生部により、操作部１に等粘性負荷を発生させる。
【００５２】
　本筋力特性評価方法では、上記に示した等速性負荷又は等粘性負荷の少なくとも３パタ
ーン以上の異なる負荷強度を用いて測定を行い、計測される角度、角速度、トルクデータ
から構成される三次元形状における規定角度間隔毎の体積、規定角速度間隔毎の体積又は
規定トルク間隔毎の体積の少なくとも一つを算出し、筋力特性の評価指標として呈示する
。
【００５３】
　前記三次元形状とは、図１５に示すような形状のことであり、この図は、筋力特性評価
方法の流れを示す図１６におけるＳ１０の処理およびＳ２０の近似式によるデータ補間処
理を行うことにより、得られる角度、角速度、トルクデータを角度軸、角速度軸、トルク
軸から成る三次元直交座標系に表示することで得られる。該三次元形状は、図１５に示す
ように角速度０の平面、トルク０の平面および前記データ補間処理により構成される曲面
で規定される。このような三次元形状を角速度－トルク平面、角度－トルク平面又は角度
－角速度平面で分割した体積を算出することにより、前記評価指標を呈示する。以下に、
前記評価指標を作成するまでの流れについて説明する。
【００５４】
　まず、本筋力特性評価方法では、上記に示した等速性負荷又は等粘性負荷の少なくとも
３パターン以上の異なる負荷強度を用いて測定を行い、計測される角度、角速度、トルク
データに関して、図１６に示すように一定角度間隔および一定角速度間隔から成る領域に
ある最大トルクデータの検出を行う（Ｓ１０）。図１７は、Ｓ１０における処理の流れを
示す図である。図１７に示すように、検出する領域全体Aallの指定を行う（Ｓ１１）。図
１８は、等粘性負荷を用いた測定におけるそれぞれの負荷強度の角度と角速度の関係の一
例を二次元上に示すグラフである。検出領域Aallの指定方法としては、図１８に示すよう
に横軸Ｘと縦軸Ｙおよび計測された最大角度θmaxと最大角速度Ｖmaxを含む点線で囲まれ
た領域を全体の検出領域Aallとして指定する方法がある。
【００５５】
　次いで、図１８に示すようにＯを原点とした最初の一定角度間隔および一定角速度間隔
から成る縦縞の領域Ａ１１から検出を開始し（Ｓ１２）、領域Ａ１１にトルクデータが存
在するかどうかを判断する（Ｓ１３）。トルクデータが存在する場合は、最大トルクデー
タの検出および角速度－最大トルクデータを抽出し、格納する（Ｓ１４）。トルクデータ
が存在しない場合には、次の角速度間隔及び同じ一定角度間隔から成る領域に含まれる最
大トルクデータを検出しにいく（Ｓ１５）。角速度データがこれ以上存在しない角速度間
隔（最大角速度Ｖmaxよりも高い値の角速度間隔）に到達すると（Ｓ１６）、角速度間隔
を初期値に戻し、今度は次の角度間隔に含まれる最大トルクデータを検出しにいく（Ｓ１
７）。このようにして、一定角度間隔毎における角速度－最大トルクデータの抽出を行い
（Ｓ１４）、検出領域（最大角度θmax）を超えたら（Ｓ１８）、検出処理を終了する。
【００５６】
　ここでの一定角度間隔は、評価指標の精度を上げるためには、できる限り細かく設定す
る方が好ましいが、測定に用いられているサンプリングタイムおよび測定対象部位の動作
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速度に応じて、得られるデータ数が異なるため、適切な角度間隔の値は変化する。例えば
、サンプリングタイム１ミリ秒で肘屈曲動作を測定する場合であれば、個人差はあるが、
人間の肘屈曲動作速度のピーク値はおよそ１０～１５ｒａｄ／ｓであるので、少なくとも
０．０１５ｒａｄ以上の間隔で算出するのが好ましい。また、一定角速度間隔に関しても
、できる限り細かく設定することが好ましいが、角速度は被験者の能力に応じて、最大角
速度Ｖmaxにばらつきがあるため、Ｖmaxを考慮して、一定角速度間隔を設定することも考
えられる。
【００５７】
　次いで、図１８に示すような角度間隔Δθ３の網掛け部における領域には、実際に角速
度－トルクデータは存在しておらず、このような領域に関しては、Ｓ１４の処理で抽出し
た一定角度間隔毎の角速度－トルクの関係における近似式を用いることにより、データの
補間を行う（Ｓ２０）。この補間に用いる近似式としては、Ｈｉｌｌの特性方程式、線形
近似もしくは多項式近似等を用いる。このような近似式から一定角度間隔毎におけるトル
ク０の時の角速度の推定値、角速度０の時のトルクの推定値および図１７に示す網掛け部
のように角速度－トルクデータが存在しない領域の推定値を算出する。
【００５８】
　次いで、Ｓ２０の処理より算出された角度、角速度、トルクデータを用いることにより
、Ｓ３０～Ｓ３２に示す一定角度間隔毎における角速度－トルク平面の断面積、一定角速
度間隔毎における角度－トルク平面の断面積および一定トルク間隔毎における角度－角速
度平面の断面積を算出する。ここでは、角度、角速度、トルクデータが算出されているの
で、その数値データを用いることにより、積分処理を行い、それぞれの断面積を算出する
。
【００５９】
　そして、上記処理により得られた一定角度間隔毎における角速度－トルク平面の断面積
、一定角速度間隔毎における角度－トルク平面の断面積および一定トルク間隔毎における
角度－角速度平面の断面積に対して、それぞれ微小角度幅、微小角速度幅、微小トルク幅
で積分することにより、一定角度間隔毎の体積、一定角速度間隔毎の体積および一定トル
ク間隔毎の体積を算出する（Ｓ４０～Ｓ４２）。これらのデータはそれぞれ一定角度間隔
における被験者の筋力特性、一定角速度間隔における被験者の筋力特性および一定トルク
間隔における被験者の筋力特性を定量的に表す指標となるものである。
【００６０】
　このようにして得られるそれぞれの体積値を予め設定しておく規定間隔毎になるように
足し合わせることにより、規定角度間隔毎における筋力特性評価指標、規定角速度毎にお
ける筋力特性評価指標および規定トルク間隔毎における筋力特性評価指標を呈示する（Ｓ
５０～Ｓ５２）。ここでの規定間隔は、被験者等の要求する指標に応じて、変更可能であ
る。例えば、角度間隔０．２ｒａｄ毎の筋力特性を確認するのであれば、予めそのように
設定しておけばよい。同様に規定角速度間隔および規定トルク間隔においても被験者等の
要求する指標に応じて、設定を変更できる。
【００６１】
　図１９は本筋力特性評価方法の他の例を示すフローチャートである。図１９では、所定
のトルク範囲にある形状の体積を規定角度間隔毎に算出し、被験者の所定のトルク範囲に
おける角度間隔毎の筋力特性評価指標として呈示する流れを示している。
【００６２】
　ここでは、図１９に示すようにＳ２０の処理により算出された角度、角速度、トルクデ
ータを用いることにより、一定トルク間隔毎における角度－角速度平面の断面積を算出す
る（Ｓ３２）。該角度－角速度平面の断面積に対して、微小トルク幅で積分することによ
り、一定トルク間隔毎の体積を算出する（Ｓ４２）。
【００６３】
　次いで、予め設定しておく所定のトルク範囲にある形状の体積を算出するために、一定
トルク間隔毎の体積を足し合わせる（Ｓ４３）。このようにして求められた体積を規定角
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度間隔毎に分割することにより、所定のトルク範囲にある形状における規定角度間隔毎の
体積を算出し（Ｓ４４）、筋力特性評価指標として呈示する（Ｓ５３）。なお、ここでの
所定範囲と規定間隔の組み合わせとしては、所定範囲として、角度データ、角速度データ
、トルクデータの３通りがあり、規定間隔として、所定範囲で選んだ前記３通りのいずれ
か一つを除いた２通りがあるので、６通りの組み合わせが考えられる。
【００６４】
　また、図２０に示すパワーデータを用いた評価方法では、Ｓ２０の角速度－トルクの関
係における近似式により算出されたトルクデータに対して角速度データを乗じることによ
り、パワーデータを算出する（Ｓ６０）。算出されたパワーデータを用いて、Ｓ７０～Ｓ
７２、Ｓ８０～Ｓ８２、Ｓ９０～Ｓ９２の処理を順次行うことにより、規定角度間隔毎の
筋力特性評価指標、規定角速度間隔毎の筋力特性評価指標および規定パワー間隔毎の筋力
特性評価指標を呈示する。　
【００６５】
　図２１の処理では、角速度－トルクの関係における近似式により算出されたトルクデー
タにおけるピークトルク値を検出する（Ｓ１００）。該ピークトルク値で、トルクデータ
を除することにより、正規化する（Ｓ１１０）。したがって、ピークトルク値で正規化後
のトルクデータに関してはピーク値が１に統一されることになる。こうして得られる角度
、角速度、ピークトルクで正規化後のトルクデータから形成される三次元形状における一
定角度間隔毎の体積、一定角速度毎の体積およびピークトルクで正規化後の一定トルク間
隔毎の体積を算出し（Ｓ１２０～Ｓ１２２およびＳ１３０～Ｓ１３２）、それらをそれぞ
れ規定間隔毎になるように足し合わせることにより、筋力特性評価指標を呈示する（Ｓ１
４０～Ｓ１４２）。ここで呈示される筋力特性評価指標では、ピーク値を統一した定量的
評価指標を呈示することができるので、競技種目間における筋力特性の違い等を検証する
指標として、用いることができ、被験者毎の筋力特性における分類等に利用できる。
【００６６】
　図２２の処理では、Ｓ２０の角速度－トルクの関係における近似式により算出されたト
ルクデータに対して角速度データを乗じることにより、パワーデータを算出（Ｓ６０）後
、該パワーデータにおけるピークパワーを検出する（Ｓ１５０）。次いで、パワーデータ
を検出されたピークパワーで除することにより、正規化する（Ｓ１６０）。したがって、
ピークパワーで正規化後のパワーデータに関してはピーク値が１に統一されることになる
。このようにして得られる角度、角速度、ピークパワーで正規化後のパワーデータから形
成される三次元形状における一定角度間隔毎の体積、一定角速度間隔毎の体積およびピー
クパワーで正規化後の一定パワー間隔毎の体積を算出し（Ｓ１７０～Ｓ１７２およびＳ１
８０～Ｓ１８２）、それらをそれぞれ規定間隔毎になるように足し合わせることにより、
筋力特性評価指標を呈示する（Ｓ１９０～Ｓ１９２）。
【００６７】
　図２３の処理では、３パターン以上の負荷強度での測定が終了後、被験者の体重を入力
する（Ｓ２００）。その入力された体重の値は、角速度－トルクの関係における近似式を
用いて、角度、角速度、トルクデータが算出された後にトルクデータを除するのに用いる
ことにより、体重で正規化する（Ｓ２１０）。該正規化されたトルクデータおよび角度、
角速度データを用いて、三次元形状における一定角度間隔毎の体積、一定角速度間隔毎の
体積および体重で正規化後の一定トルク間隔毎の体積を算出し（Ｓ２２０～Ｓ２２２およ
びＳ２３０～Ｓ２３２）、それらをそれぞれ規定間隔毎になるように足し合わせることに
より、被験者の体格を考慮した筋力特性評価指標を呈示する（Ｓ２４０～Ｓ２４２）。
【００６８】
　図２４の処理では、３パターン以上の負荷強度での測定が終了後、被験者の体重を入力
する（Ｓ２００）。そして、角速度－トルクデータの関係における近似式により、算出さ
れるトルクデータに角速度を乗じることにより、算出されるパワーデータを被験者の体重
で正規化する。こうして正規化されたパワーデータおよび角度、角速度データを用いて、
三次元形状における一定角度間隔毎の体積、一定角速度間隔毎の体積および体重で正規化
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後の一定パワー間隔毎の体積を算出し（Ｓ２６０～Ｓ２６２およびＳ２７０～Ｓ２７２）
、それらをそれぞれ規定間隔毎になるように足し合わせることにより、被験者の体格を考
慮した筋力特性を呈示する（Ｓ２８０～Ｓ２８２）。
【００６９】
　勿論、これらの筋力特性評価方法に係る発明は本訓練装置の構成に限らず、等速性負荷
、等張性負荷もしくは等粘性負荷を発生し、角度、角速度、トルク（もしくはパワー）デ
ータを計測できる装置であれば、種々のものに適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７０】
【図１】本発明の実施形態に係る筋力訓練装置についての一例の概略上面図である。
【図２】電気粘性流体クラッチにおける構造の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明の実施形態に係る筋力訓練装置についての他の例の概略上面図である。
【図４】負荷強度、負荷様式を変化させる制御系の説明図である。
【図５】負荷強度を変化させた一例における角度－トルク関係を示すグラフである。
【図６】負荷強度を変化させた一例における角速度－トルク関係を示すグラフである。
【図７】負荷様式を変化させた一例における角度－トルク関係を示すグラフである。
【図８】負荷様式を変化させた一例における角速度－トルクの関係を示すグラフである。
【図９】負荷強度および負荷様式を変化させた一例における角度－トルクの関係を示すグ
ラフである。
【図１０】図９における粘性負荷の寄与分を取り出して示したグラフである。
【図１１】図９における弾性負荷の寄与分を取り出して示したグラフである。
【図１２】筋力特性評価方法における処理を行う構成の一例を示すブロック図である。
【図１３】等速性負荷における制御系の説明図である。
【図１４】等粘性負荷における制御系の説明図である。
【図１５】角度、角速度およびトルクから成る三次元形状の一例を示す図である。
【図１６】角度、角速度、トルクデータを用いた筋出力特性評価方法のフローチャートで
ある。
【図１７】図１５における処理の一部を示すフローチャートである。
【図１８】図１５における処理の説明に関する図である。
【図１９】角度、角速度、トルクデータを用いた筋出力特性評価方法における他の例のフ
ローチャートである。
【図２０】図１５におけるトルクデータをパワーデータに変換した筋力特性評価方法のフ
ローチャートである。
【図２１】図１５におけるトルクデータをピークトルクで正規化した筋力特性評価方法の
フローチャートである。
【図２２】図２０におけるパワーデータをピークパワーで正規化した筋力特性評価方法の
フローチャートである。
【図２３】図１５におけるトルクデータを被験者の体重で正規化した筋力特性評価方法の
フローチャートである。
【図２４】図１８におけるパワーデータを被験者の体重で正規化した筋力特性評価方法の
フローチャートである。
【符号の説明】
【００７１】
１　　　　　　　操作部
２　　　　　　　可動体（第１の可動体）
３　　　　　　　回転駆動体
４　　　　　　　可動体（第２の可動体）
５　　　　　　　電気粘性流体
６　　　　　　　補助動力
７　　　　　　　センサ部（第１のセンサ部）
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８　　　　　　　センサ部（第２のセンサ部）
９　　　　　　　制御部
９ａ　　　　　　演算部
９ｂ　　　　　　目標トルク算出部
９ｃ　　　　　　制御信号生成部
１００、２００　筋力訓練装置

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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【図２３】 【図２４】
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